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原子力発電所が発災した場合、あらかじめ海上に設置していた放射線計測機器による観測データから放射

性物質の放出率を迅速に逆推定する手法の確立を目指している。 
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1. はじめに 

原発事故時、迅速かつ正確な初期ソースタームの推定を実現させることで広域にわたる放射能分布の予測

に利用することができる。過去の発表では移流拡散モデルと気象データを利用し、放射性物質の挙動をシミ

ュレーションすることで線量評価を行ってきた。本研究では、この逆の過程により線量率観測データから放

出率を推定することができるのではないかと考えた。そこで地形的な影響を受けず、任意の地点に設置する

ことができるという利点から海上での放射線計測を想定し、観測データおよびシミュレーション結果から放

出率を逆推定する手法の確立を目的とする。 

2. 計算方法・結果 

時刻 tに放出された放射性核種の放出率を S(t)、i番目の地点で観

測された放射能の時間変化を𝐴𝑖(𝑡)とすると、𝐴𝑖(𝑡) = ∫𝐹𝑖(𝑡, 𝜏)𝑆(𝑡)𝑑𝜏

と表すことができる。ここでレスポンス関数𝐹𝑖(𝑡, 𝜏)は時刻 t に放出

され、気象条件により移流拡散され、遅れ時間τで観測点に沈着する

割合を表す。本研究では、移流拡散モデル LM[1]を用いてレスポン

ス関数(F)を定める。また被積分関数(S)を求めるために放射線計測

分野でも利用されているアンフォールディング法を適用し精度の

高い推定を試みた。 

御坊火力発電所(東経 135.153°,北緯 33.86°)を原子力発電所とみな

し、2017 年 10 月 6 日 09:00~10 月 8 日 03:00 の 42 時間一定の放出

率で放射性核種を放出したと仮定した。①東経 134.5-134.625°、北緯

33.5-33.6°、②東経 135.125-135.25°、北緯 33.7-33.8°の 2 地点における

計算を行った。レスポンス関数の一例を図 1に示す。また、観測点①

から推定される放出率及び観測点①と②を組み合わせた放出率を図

2 に示す。①では放出率が規格化されているにもかかわらず解にばら

つきが生じている。①と②の 2 つのデータを組み合わせることで、

放出率推定の精度が上がることが確認された。今後は適切な地点数

でレスポンス関数が大きく異なる観測点について検討していく

予定である。 
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図 1. 観測点①におけるレスポンス関数 

図 2. データ数による放出率推定精度の比較 
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